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◼ N-1電制※1は既存系統の有効活用を目指す「日本版コネクト＆マネージ」の取組みの１つとして、
2018年から新規接続電源を対象に先行的に導入を行ってきました。

◼ その後、N-1電制のさらなる適用拡大に向けて、国の審議会※2や広域機関の委員会※3にて、費用精
算を前提としたN-1電制の本格的な運用開始に向けて課題整理を行ってまいりました。

◼ 今般、上記の審議会等で課題整理が完了したことにより、以下の通り規程類の変更を行います。
➢ 一般送配電事業者等が効率的な設備形成に資すると判断した場合に、指定した発電設備等に
N-1電制装置の設置を求め、指定された発電設備等は正当な理由がない限り、これに応じなけれ
ばならない旨を規定

➢ N-1電制装置の設置等に係る費用（初期費用）、N-1電制が動作することによって生じる代替電
源調達費用、FIT電源・FIP電源がN-1電制されなかった場合に再エネ特措法に基づき得られた収
益や再起動費用（オペレーション費用）を一般送配電事業者からN-1電制した発電設備等に費
用負担する旨を規定

➢ オペレーション費用については、広域機関の妥当性確認を行う旨を規定

※1 送配電線１回線、変圧器１台その他の電力設備の単一故障が発生した場合に、保護継電器等により瞬時に電源制限（発
電抑制）を行う仕組み。これにより運用容量の拡大が可能となる。

※2 総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
※3 広域系統整備委員会

業務規程及び送配電等業務指針の変更案の概要



2（参考）日本版コネクト＆マネージの概要

第37回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年11月30日）資料2から抜粋



3（参考）N-1電制の概要

◼ 系統の信頼性の観点から、２回線送電線に流れる平常時の潮流は、万が一のN-1故障（単一設備
故障：送電線１回線故障など）発生時でも安定的に送電が継続できるよう、１回線分の設備容量を
上限に運用している。（この上限を「運用容量」と言う）

◼ 「N-1電制」はN-1故障時に瞬時に発電出力の抑制（または遮断）する装置を電源や送電線に設置
することにより、平常時の運用容量を拡大する取り組み。装置の設置だけで平常時の運用容量が拡大
できるため、送電線の張替などを行う増強工事より効率的。
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4業務規程及び送配電等業務指針の変更内容
≪一般送配電事業者等が指定した発電設備等に対するN-1電制装置の設置≫

◼ 一般送配電事業者等※は効率的な設備形成に資すると判断した流通設備において、N-1電制を実
施することができます。

◼ 一般送配電事業者等は、そのN-1電制を実施する上で、N-1電制装置（N-1電制の実施のために
発電設備等に設置する制御装置等）を設置することが適切だと判断した発電設備等に対して、N-1
電制装置の設置を求めることができます。

◼ この求めを受けた発電設備等については、正当な理由がない限り、これに応じていただきます。

※ 一般送配電事業者及び配電事業者を指します。なお、配電事業制度は2022年4月1日より開始予定です。

【送配電等業務指針 第６４条の２ 第１～３項】＜新設＞



5（参考）電制対象電源の選定の考え方

第59回 広域系統整備委員会（2022年2月14日）資料1から抜粋



6（参考）電制対象電源の選定の考え方

第59回 広域系統整備委員会（2022年2月14日）資料1から抜粋



7業務規程及び送配電等業務指針の変更内容
≪一般送配電事業者等が指定した発電設備等に対する費用負担≫

◼ 一般送配電事業者等が指定した発電設備等にN-1電制装置を設置する場合、設置等に関する費
用については、一般送配電事業者等が負担します。

◼ N-1電制装置を設置し、N-1電制が実施され、電制対象電源が発電抑制（発電出力の抑制又は
発電設備等が解列することをいう）された場合、以下のN-1電制の実施により生じた費用は一般送配
電事業者等が発電契約者又は特定契約者に対して負担します。
（送配電等業務指針 第６４条の２ 第４・５項】＜新設＞）

＜代替電源調達費用＞
➢ N-1電制に伴う発電抑制により、当該電源から電気を調達していた発電契約者が、発電抑制され
た電源の代替となる電源を調達することによって生じる費用（第６４条の２ 第５項 １号）

＜再エネ特措法に基づく収益＞
➢ N-1電制に伴う発電抑制がなければ、FIT電源が再エネ特措法に基づき得ていたであろう収益に相
当する費用（第６４条の２ 第５項 ２号）

➢ N-1電制に伴う発電抑制がなければ、FIP電源が再エネ特措法に基づき得ていたであろう収益に相
当する費用（第６４条の２ 第５項 ３号）

＜再起動費用＞
➢ 発電設備等が解列された場合に、発電設備等を再度起動するために要した費用（第６４条の２
第５項 ４号）



8（参考）電源種別毎の精算項目

N-1電制の発電抑制の対象
となった電源

代替電源調達費用
第６４条の２第５項１号

再エネ特措法に基づく
収益（FIT）

第６４条の２第５項２号

再エネ特措法に基づく
収益（FIP）

第６４条の２第５項３号

再起動費用
第６４条の２第５項４号

FIT・FIP電源以外の電源 〇 ― ― 〇

FIT送配買取（特例①） △ 〇 ― 〇

FIT送配買取（特例②） 〇 〇 ― 〇

FIT送配買取（特例③） ― 〇 ― 〇

FIT小売買取（特例①） △ 〇 ― 〇

FIT小売買取（特例②） 〇 〇 ― 〇

FIP市場売電※ 〇 ― 〇 〇

FIP相対売電※ 〇 ― 〇 〇

◼ 第６４条の２第５項の各号に基づき、 N-1電制の発電抑制の対象となった電源に対し、N-1電制
の実施により生じた費用を精算しますが、これを電源種別毎に整理すると下記のとおりとなります。

〇：当該号に該当し精算を行う項目
―：当該号に該当しないため、精算を行わない項目
△：当該号に該当するが、FIT法のインバランス特例により電制電源に負担が発生しないため、精算を行わない項目

※ 「FIT・FIP電源以外の電源」を対象とした場合の費用精算を基本に、供給促進交付金(プレミアム)分を考慮した費用精算となる。
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受給価格

電力供給に
よる収入

再起動費用燃料費用

Ａ N-1電制が実施されなかった場合

収入側

支出側

Ｂ N-1電制が実施された場合

精算費用は発電量調整供給契約に基づき発電契約者に支払うため、発電契約者と電源側で別途精算を行う。

受給価格
電制された電
源以外からの
調達費用

電源 電源発電契約者 発電契約者

（参考）オペレーション費用の精算イメージ（FIT・FIP電源以外の電源）

収入側

支出側

電力供給に
よる収入

(例)
火力

電力供給による収入－燃料費用 電力供給による収入－調達費用－再起動費用

＜代替電源調達費用＞ ＜再起動費用＞

電制による差異

N-1電制により電源
が停止しても、代替
調達により電力供給
は継続的に行われる。

Ａ－Ｂ相当の費用を発電契約者を窓口に支払い

電制電源以外の調達費用－燃料費用＋再起動費用

精算費用
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固定買取価格－燃料費用＋再起動費用

（参考）オペレーション費用の精算イメージ（FIT送配買取_特例③）

固定買取価格－燃料費用

＜再起動費用＞

固定買取
価格

再起動費用燃料費用

収入側

支出側

FIT電源 FIT電源発電契約者 発電契約者
収入側

支出側

(例)
FIT

＜再エネ特措法に基づく収益＞

Ａ N-1電制が実施されなかった場合 Ｂ N-1電制が実施された場合

電制による差異

精算費用

存在せず存在せず

発電契約者が存在する特例①②は発電契約者を窓口に精算を行う。なお、特例②の場合は、電制により生じた発
電契約者のインバランス等の負担を代替電源調達費用で精算する。

Ａ－Ｂ相当の費用をFIT電源に支払い

－再起動費用



11（参考）N-1電制の費用負担の在り方

第37回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年11月30日）資料2から抜粋



12（参考）N-1電制の費用精算項目

第47回 広域系統整備委員会（2020年5月25日）資料3から抜粋



13（参考）N-1電制の費用精算項目

第54回 広域系統整備委員会（2021年6月29日）資料1から抜粋



14（参考）N-1電制の費用精算項目

第54回 広域系統整備委員会（2021年6月29日）資料1から抜粋



15業務規程及び送配電等業務指針の変更内容
≪N-1電制の費用精算に関する広域機関の妥当性確認≫

◼ 一般送配電事業者等がN-1電制が実際に実施したことにより生じた費用については、一般負担での精
算に先立ち、広域機関にて妥当性確認を行います。

◼ N-1電制された発電設備等は、費用精算に関する資料を一般送配電事業者等に提出し、一般送配
電事業者等はその資料に加えて、当該発電設備等の実績確認を行ったことを証する資料を広域機関
に提出します。

◼ この資料の提出を受けた広域機関は、その費用の妥当性確認を行い、一般送配電事業者等に回答
を行います。一般送配電事業者等はその妥当性確認結果を受けて、費用精算を行うことになります。

【業務規程 第６４条の４】＜新設＞
【送配電等業務指針 第６４条の２ 第６・７項】＜新設＞



16（参考）N-1電制の費用精算に関する妥当性確認

第57回 広域系統整備委員会（2022年1月12日）資料1から抜粋



17（参考）N-1電制の費用精算に関する妥当性確認

第57回 広域系統整備委員会（2022年1月12日）資料1から抜粋


